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受講生のみなさん、こんにちは。 

 

最短合格・短答パーフェクト講座の演習編では、 

読込編の範囲に合わせて 

短答本試験の過去問を出題いたします。 

 

読込編での習熟度の確認にご利用ください。 

 

第１号の範囲は、特許法１－２６条、パリ条約１－３条です。 

（関連する上記以外の条文も含まれる場合もあります。） 

 

 

それでは、次の問題を解いてください。 

（問題を一問解くごとに、次のページの解答解説をご確認ください。） 

 

今回は、５問です。 



 

 

１

１号 [１] 特許法に規定する手続に関し、次の(ｲ)～(ﾎ)のうち、正しいものは、

いくつあるか。 

 

(ｲ) 本人が未成年者であり、かつ独立して法律行為をすることができるもので

なかったときに、法定代理人が委任した代理人の代理権は、本人が成年に達

しても消滅しない。 

(ﾛ) 後見監督人がある場合において法定代理人がその同意を得ないでした手続

は、後見監督人の同意を得た法定代理人又は手続をする能力を取得した本人

が追認することができ、手続をした時にさかのぼって有効となる。 

(ﾊ) 日本国内に住所又は居所（法人にあっては、営業所）を有する者であって

手続をするものの委任による代理人は、特別の授権を得なければ、復代理人

の選任をすることができない。 

(ﾆ) 特許庁長官又は審判官は、中断した審査、審判又は再審の手続を受け継ぐ

べき者が受継を怠ったときは、申立てにより又は職権で、相当の期間を指定

して、受継を命じなければならない。 

(ﾎ) 日本国内に住所も居所も有しないで滞在もしていない日本人は、その日本

人の特許に関する代理人であって日本国内に住所又は居所を有するものによ

らなければ、特許無効審判を請求することができない。 

 

１ １つ 

２ ２つ 

３ ３つ 

４ ４つ 

５ ５つ 

 



 

 

２

１号 [１] 解答・解説 

 

（答） ５ （Ｈ２５－１ の過去問） 

 

(ｲ) 本人が未成年者であり、かつ独立して法律行為をすることができるもので

なかったときに、法定代理人が委任した代理人の代理権は、本人が成年に達

しても消滅しない。 

 

→ ○ 手続をする者の委任による代理人の代理権は、本人の死亡若しくは本

人である法人の合併による消滅、本人である受託者の信託に関する任務の終

了又は法定代理人の死亡若しくはその代理権の変更若しくは消滅によっては、

消滅しない（特１１条）。 

‥‥ 


